
 
 
 
 
 

スパイラログで考える 

SDGs 10 
「人や国の不平等をなくそう」 

 
 
 
 
 
SDGs目標10「人や国の不平等をなくそう」について、スパイラログを使って話し合います。 
 
スパイラログ（Spiralog）は、らせん（Spiral）+ 会話（Dialogue）の合成語。単純な円運動ではな
く、らせん状に「上昇」していく話し合いであり、同じ話題に戻っても、より高い次元で議論が深

まっていくように設計されています。 
 
スパイラログでは、 
 
REALIST（現実主義者） 
ANALYST（分析家） 
CREATOR（創造者） 
 
という三つの相互補完的な視点から議論します。 
 
⚫︎まず、それぞれが意見を表明する「一次立論」を行ないます。 
⚫︎次に、異なる視点間で「循環質問」を行ないます。 
⚫︎そして、質疑応答で得られた気づきをもとに「二次立論」を行ないます。 
⚫︎最後に、これらの議論を通じて得られた知見を統合し「第4の解決策」を共創します。 
 

 



⚫︎スパイラログ基本モデル 
第1ステップ：視点設定 
・以下3種類の視点を設定してグループ分けする 
　REALIST（R）：​ 実現性軸 
　ANALYST（A)：​ 影響範囲軸 
　CREATOR（C）：​ 価値観軸 
・3つの視点は「対立軸」ではなく「補完軸」として設定 
・各グループの視点が「部分的真理」であることを確認 

第2ステップ：一次立論： 
・3つの視点に基づいてR、A、Cそれぞれが意見を発表する 

第3ステップ：循環質問： 
・各グループは他の2グループに対して以下3つの質問する 
・DEEP Q：相手の視点をより深く理解するための探求質問 
・INTER Q：自分たちの視点と相手の視点の相互依存関係を探る関係性発見の質問 
・PIVOT Q：各視点が依拠している前提条件（スパイラルの回転軸）を明らかにする質問 
 
1.DEEP Q 

　1-1: R to A、1-2: R to C、1-3: A to C、1-4: A to R、1-5: C to R、1-6: C to A 
2.INTER Q 

　2-1: R to A、2-2: R to C、2-3: A to C、2-4: A to R、2-5: C to R、2-6: C to A 
3.PIVOT Q 

　3-1: R to A、3-2: R to C、3-3: A to C、3-4: A to R、3-5: C to R、3-6: C to A 
※それぞれQの後に回答タイムを設けるので全部で18回の質疑応答が行なわれる。 

第4ステップ：二次立論 
・質問で得られた知見を参考に、3つの視点を統合し再構築した新しい枠組みを提示する。 
・各グループが「自分の視点を保ちながら、他の視点も活かす方法」を提案。 
・単なる妥協ではなく、ひとつ上のレベルからメタな視点を確保する。 

第5ステップ：協働創発立論 
・3つのグループが協働して「第4の解決策」を創出する。 
・誰も最初には考えていなかった道を探す。 
・Win-Win-Winを超えた「創発的価値」を発見する。 
・正解を探すのではなく、より良い理解を共に創る。 
・部分最適ではなく全体最適を目指す。 

 



第1ステップ：視点設定 
SDGs目標10「人や国の不平等をなくそう」について議論するため、以下の3種類の視点を設定
し、各グループの代表者のプロフィールを設定します。これらの視点は「対立軸」ではなく、「補完

軸」として、それぞれが「部分的真理」を持つことを前提とします。 
 
 
• REALIST（R）：実現性軸 
代表者：田中 健太（たなか けんた） 
大手総合商社で長年国際ビジネスに携わってきたベテラン。数字とデータに基づいた判断を重

視し、どんなに理想的なアイデアでも、現実的な制約（財源、法制度、既存の社会構造など）の中

で、具体的に何をどこまで実行できるか、持続可能かといった点に焦点を当てる。冷静沈着で客

観的な視点を持つ。 
 
 
• ANALYST（A)：影響範囲軸 
代表者：佐藤 恵（さとう めぐみ） 
シンクタンクの研究員。社会システム全体を俯瞰し、提案される解決策が、社会の様々な側面

（経済、文化、環境、特定の集団など）にどのような影響を及ぼし、その影響がどれくらいの範囲

に広がるのかを分析することに長けている。意図しない副作用や潜在的なリスクも見逃さない。 
 
 
• CREATOR（C）：価値観軸 
代表者：吉田 くるみ（よしだ くるみ） 
NPO法人で多様性教育に携わる。人々の価値観や倫理観、公正さ、尊厳、共感といった非物質
的な側面に焦点を当てる情熱家。新しいアイデアや既存の枠にとらわれない発想を好み、理想

的な社会とは何か、どのような価値観を育むべきかを探求する。 
 

 



第2ステップ：一次立論 
3つの視点に基づいて、R、A、CそれぞれがSDGs10の問題点と対応策について意見を発表しま
す。 
 
REALIST（田中 健太）の意見  
「SDGs10の目標達成には、まず経済的な不平等の是正が喫緊の課題です。特に、富裕層の
タックス・ヘイブン利用の阻止や、開発途上国への政府開発援助（ODA）や海外直接投資を含む
資金流入の促進、移住労働者による送金コストの引き下げといった具体的な施策は、国際的な

枠組みの中で着実に進める必要があります。 
 
国内においては、正規・非正規雇用間の賃金格差の是正や社会保障政策の見直しが求められ

ます。これらは財政的な裏付けと、企業活動への影響を最小限に抑えつつ進めるための慎重な

計画が必要です。例えば、公正な取引が行われているフェアトレード商品の購入促進も重要です

が、市場原理に任せるだけでなく、政府や国際機関が積極的にインセンティブを設けることも検

討すべきでしょう。」 
 
 
ANALYST（佐藤 恵）の意見  
「不平等を解消するための取り組みは、社会全体に多岐にわたる影響を及ぼします。例えば、計

画に基づき管理された移民政策の実施は、日本の人口減少を食い止めるきっかけとなり、人材

不足の解消やグローバル化に貢献する一方で、治安悪化への懸念や自国民への負担増加と

いった反発も生む可能性があります。 
 
また、所得格差の是正に向けた税制や賃金、社会保障政策の見直しは、企業の投資意欲や経

済成長に影響を与えるかもしれません。ジェンダー平等や障がい者支援の推進は、社会の多様

性を高め、長期的な活力を生み出す効果が期待できますが、一方で、インドのカースト制度のよ

うな既存の慣習や文化との摩擦も考慮に入れる必要があります。これらの政策は、その影響を

多角的に分析し、意図しない負の側面を最小化しつつ、持続可能な形で社会変革を進めるため

のロードマップが必要です。」 
 
 
CREATOR（吉田 くるみ）の意見  
「私たちが目指すべきは、すべての人が尊厳を持って生きられる社会です。そのためには、根強

く残る差別や偏見、固定観念を打破することが不可欠です。特に、生まれ持った障がい、性別、

人種、伝統的慣習による不平等は、個人の可能性を著しく阻害します。 
 
インドのカースト最下層の少女たちが教育を受けられず、性的暴行の被害に遭う事例のように、

声なき声に耳を傾け、彼らが自信を取り戻し、社会に問題を訴えかけられるような機会を創出す

ることが重要です。私たち一人ひとりが違いを認め合う心を育み、無意識の差別や偏見に気づ

き、学び、発信していくことが、根本的な価値観の変革につながると信じています。」 
 
 

 



第3ステップ：循環質問 
各グループは他の2グループに対して、DEEP Q、INTER Q、PIVOT Qの3種類の質問を行い、
それぞれの質問の後に回答をシミュレーションします。 
 

1. DEEP Q（相手の視点をより深く理解するための探求質問） 
1-1: R to A  
R（田中）： 
佐藤さん、あなたが強調された「意図しない負の側面」について、具体的にSDGs10の文脈で最
も懸念されるものは何ですか？  
 

A（佐藤）： 
最も懸念されるのは、経済格差是正の政策が、かえって経済成長を鈍化させ、結果的に

全体としてのパイを縮小させてしまう可能性です。例えば、過度な富の再分配策や企業

への規制強化は、投資やイノベーションを阻害し、雇用機会の減少や国際競争力の低下

を招きかねません。貧困層への支援は重要ですが、その原資となる経済活動が停滞す

れば本末転倒です。 
 
 
1-2: R to C  
R（田中）： 
吉田さんの言う「価値観の変革」は重要だと理解できますが、具体的な行動として、どのようにす

れば広範な人々の価値観を変え、差別や偏見をなくすことができるのでしょうか？  
 

C（吉田）： 
価値観の変革は一朝一夕にはいきませんが、「学び」と「対話」を継続することが 
最も効果的だと考えます。例えば、学校教育でのインクルーシブ教育の徹底、多様 
性に関するイベントやセミナーへの参加、そして身近な人とのSDGsや不平等に関す 
る対話を通じて、自分の固定観念を分析し、他者の考え方の違いを知ることが重要 
です。SNSでの情報発信や、差別的な言動をしない・見過ごさないといった個人の 
行動の積み重ねが、社会全体の意識を変える力になります。 

 
 

 



1-3: A to C  
A（佐藤） 
吉田さん、人々の価値観を変えることは重要ですが、例えばインドのカースト制度のような根深

い慣習や文化が不平等の原因となっている場合、その価値観の変革は、どれほどの時間と労力

を要すると見ていますか？そして、その変革プロセスにおける具体的な成功事例やアプローチが

あれば教えてください。  
 

C（吉田）： 
インドのカースト制度のような根深い問題は、確かに一世代で解決できるものでは 
ありません。しかし、修道女シスター・チャンドラがダリットの少女たちに民族舞 
踊を教え、自信を持たせて社会に訴えかけた事例は、非常に示唆に富んでいます。 
これは、単に法制度を変えるだけでなく、文化的な表現を通じて、抑圧されてきた 
人々に「声」と「尊厳」を取り戻させ、社会に変化を促すアプローチです。時間は 
かかりますが、教育、文化、そして個人のエンパワーメントを組み合わせること 
で、徐々に変革は可能だと信じています。 

 
 
1-4: A to R  
A（佐藤）： 
田中さん、タックス・ヘイブンの問題など、富裕層や大企業が既存の国際経済システムから得て

いる利益構造を変えることは、国際的な合意形成が非常に難しいと考えられます。その「実現可

能性」を高めるために、どのような戦略や外交努力が必要だとお考えですか？  
 

R（田中）： 
タックス・ヘイブン対策は確かに困難ですが、不可能ではありません。まず、G7や 
G20といった主要国が協力し、国際的な税制に関する共通ルールを強化することが 
不可欠です。その上で、透明性の確保と情報共有の徹底が重要になります。各国の金 
融機関に対する規制とモニタリングを改善し、実施を強化すること。また、「99% 
のための経済」というオックスファムの報告書にあるように、世論を味方につけ、 
労働者や生産者が正当な賃金を得られるビジネスモデルを支援するなど、企業が社 
会的な責任を果たすインセンティブを強化する動きも重要でしょう。 

 



1-5: C to R  
C（吉田）： 
田中さん、経済的な実現性を重視されるのは理解できますが、コットン業界で働く少女たちのよう

に「日給30ルピー（日本円で75円）程度で働かされ、殺虫剤による中毒死や健康被害に苦しむ」
といった「働いても稼げない不平等な現実」がある中で、フェアトレード商品の購入促進だけで

は、十分に格差を解消できないのではないでしょうか。より抜本的で、かつ実現可能な経済構造

の変革策は何だとお考えですか？ 
 
 
​ R（田中）： 

吉田さんのご指摘の通り、フェアトレード商品の購入促進は私たち個人にできる重要な行

動の一つであり、労働者への適切な賃金支払いや地域開発に貢献します。しかし、それ

だけではこの根深い不平等を抜本的に解決するには不十分です。より根本的な経済構

造の変革策としては、まず「富裕層のタックス・ヘイブンを終わらせること」が不可欠です。

これには、ターゲット10.5にある通り、「世界金融市場と金融機関に対する規制とモニタリ
ングを改善し、こうした規制の実施を強化する」ことが求められます。 

 
さらに、「労働者や生産者が正当な賃金を得られること」を保証する国際的な枠組 
みを強化する必要があります。具体的には、ターゲット10.aで示されているよう 
に、「世界貿易機関（WTO）協定に従い、開発途上国、特に後発開発途上国に対す 
る特別かつ異なる待遇の原則を実施する」ことで、開発途上国の生産者が国際市場 
で不利にならない公正な取引を促すべきです。 
 
また、ターゲット10.4にある「税制、賃金、社会保障政策をはじめとする政策を導 
入し、平等の拡大を漸進的に達成する」ことを各国が推進し、国内の賃金格差是正 
や社会保障の拡充を図ることも重要です。 

 
これらの施策は、オックスファムが2017年の報告書で発表した「99%のための経 
済」が目指す「雇用の安定と適正な賃金、ジェンダー平等を保証し、世界中の子ど 
もがその可能性を発揮できる経済社会」を実現するための、具体的かつ実現可能な 
変革策だと考えます。 

 
 

 



1-6: C to A  
C（吉田）： 
佐藤さん、政策が社会に与える「影響範囲」を考慮することは重要ですが、時に人種差別やジェ

ンダー差別（インドのカースト最下層の少女たちの事例のように）、障がいを持つ人々への不平

等のように、「不平等が存在すること自体が社会に深刻な負の影響を与えている」という構造が

あります。このような場合、その負の影響を最小化するのではなく、根本から排除するための、よ

りアグレッシブな政策導入について、あなたはどのように評価しますか？ 
 

A（佐藤）： 
吉田さんのご指摘の通り、不平等そのものが社会に負の影響を与えるという点は、私の

分析においても極めて重要な認識です。人種差別、ジェンダー差別、障がい者への不平

等といった構造的な問題に対しては、「差別的な法律、政策及び慣行の撤廃、ならびに

適切な関連法規、政策、行動の促進」というターゲット10.3に明確に示されているような、
アグレッシブな政策導入が不可欠であると評価します。 
 
これらの政策は、単に負の影響を最小化するだけでなく、社会全体の生産性向上や 
安定、多様性の促進に大きく寄与する可能性が高いと分析しています。例えば、障 
がいを持つ人々が教育や雇用の機会を平等に得られるようになれば、社会全体の人 
的資源が活性化され、経済成長にも繋がります。また、性の多様性を認めること 
で、個人の尊厳が守られ、社会全体の包摂性が高まるといった非経済的なポジティ 
ブな影響も大きいでしょう。 

 
しかし、その導入過程においては、アナリストとして既存の社会システムや文化、 
人々の固定観念といった「影響範囲」を慎重に考慮する必要があります。インドの 
カースト制度や西アフリカの慣習的な習慣、あるいは人種差別のように、歴史的背 
景や感情が深く関わる不平等を根本から排除するためには、単なる法整備だけでな 
く、人々の意識変革を促すためのアプローチや、潜在的な摩擦をマネージする戦略 
が不可欠です。 
 
キング牧師の言葉「最大の悲劇は、悪人の圧制や残酷さではなく、善人の沈黙であ 
る」が示唆するように、政策の実行力を高めるためには、善意ある人々の行動と理 
解を広げることが、その影響範囲を最大化する鍵となると考えます。 

 
 



2. INTER Q（自分たちの視点と相手の視点の相互依存関係を探る
質問） 
2-1: R to A  
R（田中）： 
経済的な実現性を追求する上で、ある程度の社会的な影響は避けられないかもしれません。そ

の「影響範囲」を分析する佐藤さんの視点は、私たちの「実現可能な解決策」を策定する上で、ど

のようにフィードバックされ、修正をもたらすと考えられますか？  
 

A（佐藤）： 
私の分析は、田中さんの実現可能な解決策に「予見性」と「持続可能性」という観 
点からフィードバックをもたらします。例えば、ある経済政策が短期的な成果をも 
たらす一方で、長期的に見て特定の層に新たな不平等を発生させる可能性がある場 
合、そのリスクを事前に指摘することで、田中さんのチームは政策の微調整や、補 
完的なセーフティネットの導入を検討することができるでしょう。これにより、一 
見実現可能に見える施策が、実は将来的に大きな社会的コストを生む可能性を回避 
し、よりバランスの取れた、持続的に実行可能な解決策へと昇華させることができ 
ます。 

 
 
2-2: R to C  
R（田中）： 
吉田さんの「価値観の変革」は、経済的な実現性にどう影響しますか？例えば、フェアトレード商

品の市場拡大には消費者の価値観の変化が不可欠ですが、これは具体的な経済効果としてい

つ、どの程度見込めるとお考えですか？  
 

C（吉田）： 
私の視点から見ると、価値観の変革こそが、経済的な実現性を長期的に、かつより 
強固に支える基盤となります。フェアトレード商品の例で言えば、消費者が「なぜ 
この商品は安いのか」と疑問を持ち、「公正な取引」という価値観に共感するよう 
になれば、単なる一時的なブームではなく、持続的な購買行動として定着し、市場 
規模は拡大していくでしょう。 
 
経済効果はすぐに数値化しにくいかもしれませんが、企業が社会的責任を重視する 
ブランドイメージを確立し、倫理的な消費が主流となることで、企業の競争力向上 
や新たな市場の創出にも繋がります。これは、目先の利益だけでなく、長期的な社 
会全体の豊かさ、ひいては経済の安定にも貢献するはずです。 

 



2-3: A to C  
A（佐藤）： 
吉田さんの「価値観の変革」は、私たちの分析する「影響範囲」とどのように関連するでしょうか？

例えば、差別的な慣習が社会全体に負の影響を与えていると分析した場合、その慣習を変える

ための価値観へのアプローチは、社会のどの層に、どのような影響を及ぼすと予測しますか？  
 

C（吉田）： 
価値観の変革は、まさに社会全体の「影響範囲」を根底から変える力を持っています。差

別的な慣習を変えるためのアプローチは、まずその慣習によって最も不利益を被ってい

る層に、自己肯定感とエンパワーメントをもたらします。 
 
次に、慣習を維持している層や、それに無関心な層に対して、その慣習が社会全体にも

たらす負の影響（生産性の低下、社会の分断、経済的損失など）を可視化し、倫理的な

問いを投げかけることになります。 
 
これにより、社会の規範や期待が変わり、やがては法律や政策の変化へとつながり、最

終的には「不平等の解消が、すべての人にとってのメリットである」という共通認識を広げ

ることで、社会全体の安定と繁栄に寄与すると予測します。 
 
 

2-4: A to R  
A（佐藤）： 
田中さん、社会全体の「影響範囲」を考慮せずして「実現可能性」を追求した場合、どのようなリス

クが考えられますか？具体的なSDGs10の事例を挙げて説明してください。 
 

R（田中）： 
社会全体の「影響範囲」を考慮しない「実現可能性」の追求は、短期的な利益や成 
果に囚われ、長期的に見てより大きな問題を引き起こすリスクがあります。 
 
SDGs10の文脈では、例えば「経済成長」のみを追求し、富裕層への利益集中を黙 
認する政策が挙げられます。これは、短期的なGDP成長には貢献するかもしれませ 
んが、所得格差の拡大を招き、貧困層の生活をさらに苦しめ、社会の分断を深めま 
す。 
 
結果として、社会不安の増大、治安の悪化、最終的には経済活動そのものの停滞に 
つながり、持続可能な発展を阻害するでしょう。コロナ禍で貧富の差が命の格差に 
直結した事例は、このリスクを如実に示しています。 

 



2-5: C to R  
C（吉田）： 
田中さん、公平さや思いやりといった「価値観」は、経済的な「実現可能性」とどのように結びつき

ますか？例えば、企業がジェンダー平等や多様性を推進することは、短期的なコスト増に繋がる

かもしれませんが、長期的に見て経済的なメリットを生むと考えられますか？  
 

R（田中）： 
吉田さんの言う通り、「価値観」は経済的な「実現可能性」と密接に結びついてい 
ます。短期的なコスト増はあり得ますが、長期的に見れば、ジェンダー平等や多様 
性の推進は、企業の持続的な成長に不可欠な要素となります。 
 
多様な視点を持つ人材が活躍することで、イノベーションが促進され、生産性が向 
上します。また、従業員のエンゲージメントが高まり、優秀な人材の確保にもつな 
がります。 
 
さらに、社会的な責任を果たす企業としてブランドイメージが向上し、消費者から 
の信頼や支持を得やすくなるため、結果として市場競争力が高まり、売上増加にも 
貢献するでしょう。 
 
これは、「99%のための経済」が提唱する「雇用の安定と適正な賃金、ジェンダー 
平等を保証し、地球上の限りある資源を少ない範囲で活用し、世界中の子どもがそ 
の可能性を発揮できる経済社会」の実現にもつながります。 

 
 
2-6: C to A  
C（吉田）： 
佐藤さん、「価値観の変革」を促す活動は、社会の「影響範囲」にどのように広がっていくと見てい

ますか？例えば、特定地域での差別解消に向けたNPOの活動が、国全体や国際的な枠組みに
まで影響を与えることはあるのでしょうか？  
 

A（佐藤）： 
吉田さんの言う「価値観の変革」を促す活動は、特定の地域での小さな活動であっ 
ても、その影響は波紋のように広がり、最終的には国全体、さらには国際的な枠組 
みにまで及ぶ可能性を秘めていると分析します。 
 
初期段階では、地域コミュニティ内での意識変革や行動変化を促します。その成功 
事例やベストプラクティスがメディアやSNSを通じて広がることで、他の地域や同 
様の課題を抱えるコミュニティに影響を与え、横断的な運動へと発展することがあ 
ります。 
 
例えば、インドの修道女シスター・チャンドラの活動のように、特定の集団のエン 
パワーメントが社会全体の差別構造への問題提起となり、世論を動かし、政策決定 
者に対する圧力を生み出すこともあります。これは、SDGsの目標が相互に関連し 
合っているように、価値観の変化が、経済や政治、教育といった多様な領域に影響 
を及ぼし、全体的な変革を加速させることにつながります。 

 
 



3. PIVOT Q（それぞれの視点が依拠している前提条件を明らかに
する質問） 
3-1: R to A  
R（田中）： 
佐藤さんの「影響範囲」の分析は、どのような情報やデータに基づいて行われていますか？ま

た、その情報源の信頼性や偏りについて、どのような前提を置いていますか？  
 

A（佐藤）： 
私の「影響範囲」の分析は、主に公的機関の統計データ（国連、OECD、WTOな 
ど）、学術論文、各国の政策報告書、NGO/NPOの活動報告、そして専門家によるイ 
ンタビューや調査結果に基づいて行われます。 
 
これらの情報源は多岐にわたり、それぞれ異なる視点やバイアスを持つ可能性があ 
るため、複数の情報源を比較検討し、クロスチェックを行うことを前提としていま 
す。特に、数値データだけでなく、現場の声や事例（インドの少女たちの事例、 
オックスファムの報告書など）も重視し、定量・定性の両面から多角的に分析する 
ことで、情報の偏りを是正しようと努めています。 

 
 
3-2: R to C  
R（田中）： 
吉田さんの「価値観軸」は、「人間は根本的に公正さや共感を求める存在である」という前提に

立っているように見えますが、世界の最も裕福な1%がほとんどの富を所有し、残りの99%との格
差が広がっているという現状や、大企業や豊かな人が最大限の利益を求めるためにタックス・ヘ

イブンを利用しているといった、経済的なインセンティブや自己利益を優先する人間の側面につ

いては、どのように捉えていますか？ 
 
​  C（吉田）： 

ご指摘の通り、私の「価値観軸」は、「人間は根本的に公正さや共感を求める存在であ

る」という、人間の根源的な善意や、他者との共生を求める心を重視しています。しかし、

経済的なインセンティブや自己利益が人間の行動を強く動機づけることも否定しません。

世界の富の集中やタックス・ヘイブンの利用といった問題は、まさにその側面が負の形で

現れた結果だと認識しています。重要なのは、これらの 
欲求が、不平等を生み出すような排他的な形ではなく、公正さや共感と両立する形で発

揮されるような社会システムを構築することだと考えます。 
 
例えば、オックスファムが提唱する「99%のための経済」は、「富裕層のタックス・ヘイブン
を終わらせること、労働者や生産者が正当な賃金を得られること」 
を必要だと報告書で言及していますが、これは倫理的な要請であると同時に、より 
多くの人々が経済活動に参加することで、全体としての経済活力を高めるという自 
己利益にもつながります。「公平さが最終的には自分たちの利益にもなる」という 
認識を広めることが、価値観と実現性を結びつける鍵だと考えています。「差別的 
な法律、政策及び慣行の撤廃」や「適切な関連法規、政策、行動の促進」、そして 
「個人の価値観を整理する」といった取り組みを通じて、社会全体がこの新しい価 
値観を共有することが、持続可能な不平等の解消につながると信じています。 

 



3-3: A to C  
A（佐藤）： 
吉田さんの「価値観軸」は、「不平等をなくすことは、社会全体の調和と発展に不可欠である」特

定の国や地域で根強い人種差別やジェンダー差別（インドのカースト最下層の少女たちの事例）

のように、既存の社会構造や権力関係が変化することへの強い抵抗という現実的な課題に直面

した際に、その信念はどのように乗り越えられると見ていますか？ 
 

C（吉田）：  
その信念は、まさしく私の核となる部分です。ご指摘の通り、既存の社会構造や権力関

係の変化への抵抗は、非常に大きな壁であると認識しています。世界の富の集中や伝

統的慣習による格差拡大、根深い差別や偏見といった問題は、まさにその抵抗の表れで

す。この抵抗を乗り越えるためには、まず、「不平等が社会全体にもたらす深刻な負の側

面」を徹底的に可視化し、共有することが必要です。例えば、コロナ禍で貧富の差が命の

格差に直結した事例や、経済格差が社会不安を引き起こすこと、人種差別が社会の分

断を深めることなど、誰もが自分事として捉えられる具体的な事例を提示し、現状維持で

は未来がないという危機意識を共有することが第一歩です。「人間は、不平等があるが

ゆえに、プライドを傷つけられ物事の達成意欲が低下し生きる気力さえも失ってしまいま

す」という現状を理解することが重要です。 
 

その上で、「不平等をなくすことによって得られる全体的なメリット（経済成長の 
持続、社会の安定、イノベーションの促進、個人の尊厳の回復など）」を具体的に 
示すことで、抵抗勢力をも巻き込むような、より高次の合意形成を目指します。例 
えば、障がいを持つ子どもたちが学校に通えるようになることや、差別に苦しむ 
人々が自信を取り戻し、問題を社会に訴えられる機会を創出することは、社会全体 
の活力向上につながります。これは、「誰一人取り残さない」というSDGsの基本理 
念を、すべての人が共有できるビジョンとして提示する試みです。個人の価値観を 
整理し、「違いを認め合う心」を育むための「学び」と「対話」を続けることが、こ 
の変革の原動力になると信じています。 

 
 
3-4: A to R  
A（佐藤）： 
田中さん、「実現性」を追求する上で、現在の国際政治経済体制や各国の国益という制約を、ど

の程度まで「所与のもの」として受け入れていますか？それとも、その制約自体を変革の対象と

捉えていますか？  
 

R（田中）： 
私の「実現性」は、現在の国際政治経済体制や各国の国益をまずは「所与の制約」 
として認識することから始まります。例えば、各国の財政状況や特定の産業構造 
は、すぐには変えられない現実として考慮します。しかし、同時に、これらの制約 
は「絶対に変えられないもの」ではなく、「変革の対象」でもあります。例えば、 
タックス・ヘイブン問題のように、既存の体制が不平等を助長していると明確な 
データが示されれば、その体制自体を変えるための具体的なロードマップを提言し 
ます。つまり、「現実を見据えつつ、しかし現状維持に甘んじない」というスタン 
スです。目標達成のために必要な変革と、それが実現可能となるための条件（国際 
協力、法整備、財源確保など）を具体的に提示することが私の役割です。 

 



3-5: C to R  
C（吉田）： 
田中さん、「実現可能性」という言葉の裏には、**「現在の経済システムや社会構造がある程度
は正しい、あるいは効率的である」という前提があるように感じます。この前提は、例えば「働いて

も稼げない現実」や「富の集中」といった、現在のシステムが生み出している不平等な結果をどう

評価しますか？ 
 

R（田中）： 
吉田さんのご指摘の通り、私の「実現可能性」の議論には、があります。しかし、それは

決して現状肯定を意味するものではありません。「働いても稼げない現実」や「富の集中」

は、まさにそのシステムが抱える重大な欠陥であり、SDGs10が解決すべき中心的な問
題だと認識しています。 
 
私の役割は、これらの不平等を是正するために、既存のシステムのどこを、どのように、

どの程度修正すれば、現実的な制約の中で最大限の効果を生み出し、持続可能な解決

策となり得るかを具体的に提示することです。 
 
例えば、タックス・ヘイブンの規制強化や、労働者への正当な賃金支払いを義務付ける

国際基準の導入など、システムの根本的な部分に手を加える必要性も認識しています。 
 
 

 



3-6: C to A  
C（吉田）： 
佐藤さん、あなたが「影響範囲」を分析する上で、「人間は理性的に情報を受け止め、合理的に

行動する」という前提はどの程度置いていますか？インドのカースト最下層の少女たちが性的暴

行被害を受けても加害者よりも非難されるといったジェンダー差別や、白人人口が多いにも関わ

らず、黒人が白人より警察に殺害される確率が3倍に膨れ上がる人種差別のように、感情や歴
史的背景が深く関わる問題に対して、理性的な分析だけで十分な影響範囲を捉えられるので

しょうか？ 
 

A（佐藤）： 吉田さんのご指摘の通り、私の「影響範囲」の分析は、多くの場面で理 
性的な判断や合理的な行動モデルを前提とすることが出発点となりますが、それは 
決してすべてではありません。特に、インドで性的暴行被害者が社会から偏見の対 
象となり非難される事例や、米国における人種差別問題のように、感情や歴史的背 
景が深く関わる不平等な問題においては、「人間は必ずしも理性的に情報を受け止 
めず、非合理的な感情や固定観念によって行動する可能性」「差別や偏見は個人の 
固定観念が集まって社会となって生まれる」という事実も、この非合理的な側面を 
示しています。 

 
このような問題の影響範囲を捉えるためには、単なる数値データや経済的影響だけ 
でなく、社会心理学的な知見や文化人類学的な考察も不可欠です。政策が人々の既 
存の価値観や感情にどう作用し、抵抗を生むのか、あるいは意識変革を促すのかを 
分析します。 
 
例えば、「差別的な法律、政策及び慣行の撤廃」や「適切な関連法規、政策、行動 
の促進」というターゲット10.3を実現するためには、その法律が人々の心にどう受 
け止められ、行動にどう影響するかまで見据える必要があります。 

 
また、キング牧師の「最大の悲劇は、悪人の圧制や残酷さではなく、善人の沈黙で 
ある」という言葉が示唆するように、人々の無関心や沈黙が不平等を助長する「影 
響範囲」も重要視しています。「違いを認め合う心」「個人の価値観を整理するこ 
と」が不平等をなくす第一歩となるという考え方も、政策の効果を最大化し、社会 
全体にポジティブな影響を広げるための重要な分析要素としています。 

 



第4ステップ：二次立論 
今回の議論を通じて、SDGs目標10「人や国の不平等をなくそう」へのアプローチとして、3つの視
点（実現性、影響範囲、価値観）を統合し、より高次の枠組みを提示します。これら3つの視点が
必要だったのは、不平等という複雑な問題に対して、「何が現実的に可能か」「それが社会全体

にどう影響するか」「そもそも私たちはどんな社会を目指すべきか」という多角的な問いに答える

ためであり、それぞれが異なる「部分的真理」を補完し合う関係にあることが明らかになりました。 
 
 
REALIST（田中 健太）の提案：  
「私の実現性軸の視点から、今回の議論で得られた知見を活かすならば、経済的な公平性を追

求する施策に、社会的影響の持続可能性と価値観変革の要素を組み込むことが重要です。 
 
具体的には、タックス・ヘイブン対策や国際的な資金流入促進といったマクロな経済政策に加え

て、フェアトレードのような市場メカニズムを通じた草の根の経済活動支援を強化し、その社会的

意義を積極的に発信することです。 
 
また、国内の正規・非正規雇用者の格差是正には、単純な賃上げだけでなく、非正規雇用者へ

のスキルアップ機会の提供や社会保障制度の拡充をパッケージとして進めることで、経済的自

立を促し、長期的な生活の安定を図ります。これらの施策は、経済的な効率性と社会的な包摂

性を両立させるための『現実的な一歩』として提案します。」 
 
 
ANALYST（佐藤 恵）の提案：  
「影響範囲軸の視点から見ると、不平等の解消に向けた政策は、意図せぬ副作用を最小限に抑

えつつ、ポジティブな影響を最大限に広げるための『全体最適化戦略』非経済的な影響も視野に

入れ、その恩恵を社会全体で享受できるような環境整備を重視します。 
 
具体的には、日本語教育の強化や地域コミュニティでの多文化共生支援を通じて、移民と既存

住民双方の懸念を解消し、互いに協力し合う関係性を構築することが鍵です。また、経済格差是

正策においては、短期的な経済成長の停滞リスクを精緻に分析し、その期間を乗り越えるため

のセーフティネットや、新たな成長産業への投資を同時に行うことで、社会全体への負の影響を

緩和します。」 
 
 
CREATOR（吉田 くるみ）の提案：  
「価値観軸の視点から、今回の議論で最も重要だと感じたのは、『不平等の解消は、すべての人

にとってのメリットである』という価値観を社会全体で共有することです。このために、教育の場だ

けでなく、メディアや地域社会のあらゆるレベルで、多様性、公平さ、共感の重要性を訴えかける

『文化変革キャンペーン』を展開します。 
 
特に、差別や偏見によって声を持てなかった人々の物語を共有し、彼らの尊厳回復を支援する

活動を広めることで、人々の心に深く訴えかけ、内発的な行動変容を促します。これは、単なる

施策の導入だけでなく、社会の根底にある固定観念や無意識のバイアスを揺さぶり、誰もが自

分事として不平等の問題に向き合えるような社会の土壌を育むという、最も高次のレベルでの統

合を目指すものです。」 
 



第5ステップ：協働創発立論 
今回のスパイラログを通じて、REALIST、ANALYST、CREATORの3つの視点からSDGs10「人
や国の不平等をなくそう」を深く考察しました。それぞれが部分的真理を持ちつつ、相互に補完し

合うことで、より包括的で実行可能な解決策が見えてきました。ここから、3つのグループが協働
し、誰も最初には考えていなかった「第4の解決策」として、 
 
Win-Win-Winを超えた「共感駆動型社会変革プラットフォーム」を創出します。 
 
 
「共感駆動型社会変革プラットフォーム」の創出 
このプラットフォームは、以下の3つの要素を統合し、相乗効果を生み出すことを目指します。 
 
1. 「不平等可視化＆共感喚起ハブ」： 
ANALYSTの知見を最大限に活用し、世界のあらゆる場所で発生している不平等（所得格差、
ジェンダー、人種、障がいなど）を、データとストーリーテリングの両面から可視化します。単なる

統計数値だけでなく、不平等によって苦しむ個人の具体的な物語（インドの少女たち、コロナ禍で

命を落とした人々など）を、多言語対応のデジタルコンテンツ（VR/AR、インタラクティブ動画、
ゲームなど）を通じて世界中の人々に届けます。 
 
CREATORの「価値観の変革」という視点を取り入れ、特に子どもから大人までが「違いを認め合
う心」や「共感力」を育むための教育コンテンツを豊富に提供します。これにより、「知る」だけでな

く「感じる」ことで、人々の心に深く訴えかけ、不平等に対する当事者意識を高めます。 
 
2. 「市民参加型アクション創発システム」： 
REALISTの「実現可能性」を追求し、共感が喚起された人々が「すぐにできる具体的な行動」へと
繋がる機会を提供します。プラットフォーム上で、フェアトレード商品の購入、信頼できる

NGO/NPOへの寄付、ボランティア活動（炊き出しなど）、署名活動、啓発イベントへの参加といっ
た様々なアクションを、個人の関心度や参加レベルに応じて提案します。 
  
ANALYSTの視点から、それぞれの行動が「どのような不平等問題の解決に、どの程度のプラス
の影響を及ぼすのか」を具体的にフィードバック（影響範囲の可視化）することで、参加者のモチ

ベーションを維持し、行動の持続性を高めます。 
 
3. 「政策提言＆イノベーション連携ラボ」： 
REALISTの実現性軸に基づき、プラットフォームで集約された市民の声や行動データ、そして
ANALYSTによる詳細な影響分析結果を、具体的な政策提言として政府や国際機関に届けま
す。これにより、タックス・ヘイブン規制強化、移民政策の改善、賃金・社会保障政策の見直しな

ど、マクロなレベルでの法制度や国際協定の変革を後押しします。 
 
CREATORの枠にとらわれない発想と、ANALYSTの社会システム分析の知見を融合させ、企業
やスタートアップが不平等の解決に貢献する「ソーシャルイノベーション」を支援するエコシステム

を構築します。例えば、低コストで教育や医療を提供できるテクノロジーの開発、あるいは貧困層

が経済的に自立できる新たなビジネスモデルの創出などを促進します。 
 



この「共感駆動型社会変革プラットフォーム」は、単に問題を解決するだけでなく、「不平等をなく

すことは、誰もがより豊かに、より安心して暮らせる社会を創る」という、新しい時代の共通価値

観を醸成することを目指します。 
 
これは、SDGsの基本理念である「誰一人取り残さない」を、デジタルと共感の力で実現する試み
であり、部分最適ではなく全体最適を目指す具体的なアプローチです。 
 
 
今日の対話で最も驚いた発見：  
今日の対話で最も驚いた発見は、「価値観の変革」が、一見最も非現実的で計測しにくい要素に

見えながら、実は経済的な「実現可能性」や社会的な「影響範囲」を長期的に、そして根本的に変

える「最強のドライバー」になり得るという示唆でした。 
 
特に、インドの修道女シスター・チャンドラが民族舞踊を通じてダリットの少女たちに自信を与え、

社会に訴えかけた事例や、キング牧師の「最大の悲劇は、悪人の圧制や残酷さではなく、善人

の沈黙である」という言葉が示唆するように、法律や経済システムを変える前に、人々の心に根

ざした偏見や無関心を変えることが、最終的に最も効果的かつ持続的な社会変革をもたらすとい

う認識は、非常に深い洞察でした。 
 
価値観の変化が、経済活動や政策決定の前提を覆すほどの力を持つという発見は、まさしく「創

発的価値」と言えるでしょう。 
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